
北建技第   ２１１号 

令和 ５年 １月１７日 

各市町村長 様 

 

一般財団法人 北海道建設技術センター 

理 事 長  小 林 敏 克 

                               （ 押 印 省 略 ） 

 

令和４年度北海道災害復旧事業実務講習会の開催について 

 

拝啓 時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。 

日頃から当財団の業務に対しましてご理解をいただき厚くお礼申し上げます。 

 さて、当財団では建設事業に関する技術力の向上を図るため、各種研修事業を行っているとこ

ろでありますが、この度その一環として、道及び市町村の技術職員を対象に、下記のとおり北海

道災害復旧事業実務講習会を別紙日程表のとおり開催することになりましたのでご案内いたしま

す。 

 本研修は会場に来ての聴講とＺＯＯＭによるオンライン聴講の２つの方式で行います。お申込

の際は、ご自身の参加される研修方式をお間違えの無いようお願いいたします。 

 なお、お申込みは準備の都合上、２月２８日（火）までにお願いいたします。 

※新型コロナウイルスの感染状況によっては会場での研修を中止し、オンライン聴講のみとなる

場合がございます。 

                                         敬具 

 

記 

 

月 日：令和５年３月８日（水）～令和５年３月９日（木） 

場 所：ＴＫＰガーデンシティＰＲＥＭＩＵＭ札幌 

     札幌市中央区南１条西１丁目８番地２ ジュンク堂５階 

対 象：北海道建設部職員及び市町村職員 

会 費：無料 

定  員：会   場 ２００名 

     ライブ配信 ５００名 

申込方法：当センターのホームページの「研修情報」からお申し込みください。 

     URL https://www.hoctec.info 

担  当：一般財団法人 北海道建設技術センター 

     総務部 研修担当 

     ＴＥＬ ０１１－２１８－７６００ 



日　　時：令和５年３月８日（水）１３：１０から令和５年３月９日（木）１５：００まで

主　　催：一般財団法人北海道建設技術センター

時　間 所要時間 科　目 講　師

12：30～13：10 0:40 　受　　付

北海道建設部土木局
河川砂防課

砂防災害担当課長　吉田　安範

国土交通省 北海道開発局
建設部 河川工事課

河川技術対策官　古溝　幸永

14：20～14：30 0:10 　休　　憩

財務省 北海道財務局
理財部 主計課

上席主計実地監査官　斉藤　謙司

15：30～15：40 0:10 　休　　憩

（公社）全国防災協会
災害復旧技術専門家

北海道ブロック代表　藤田　成人

北海道建設部土木局
河川砂防課事業調整係

主査　高橋　明裕

主事　井口　新己

時　間 所要時間 科　目 講　師

8：50～9：00 0:10 　開　　場

国土交通省 水管理・国土保全局
砂防部保全課

課長補佐　後藤　健

9:50～10:00 0:10 　休　　憩

国土交通省 水管理・国土保全局
防災課

災害査定官　大熊　傑

10:50～11:00 0:10 　休　　憩

帯広建設管理部事業課
事業課　治水係

主任　川内　啓夢

11:50～13:00 　休　　憩

北海道建設部建設政策局
維持管理防災課　施設防災グループ

主査　渡邊　俊雄

主任　坂下　晃一

北海道建設部土木局
河川砂防課災害復旧係

災害復旧係長　安田　努

主任　梅津　亮平

主任　小田原　圭佑

14:50～15:00 0:10 　閉　　会

 【特別講演】
　災害復旧事業申請のポイント

0:5010：00～10：50

13:20～14：50 1:30 災害復旧事業について

11:00～11:50 0:50
 【事例発表】
　未定

13:00～13：20 0:20 支援体制について（仮）

令和5年3月9日(木)

9:00～9:50 0:50
 【特別講演】
  令和４年の土砂災害と災害関連緊急砂防事業等

15:40～16:00 0:20 　災害復旧技術専門家派遣制度

16：00～16：50 0:50 　災害復旧事業の予算等について

13：20～14：20 1:00 　災害採択の基本原則

14：30～15：30 1:00 　災害査定における立会制度について

13：10～13：20 0:10 　来賓挨拶

令和４年度　北海道災害復旧事業実務講習会 　（案）

場　　所：TKPガーデンシティPREMIUM

　　　　　札幌市中央区南１条西１丁目8番地２　　ジュンク堂の５Ｆ

定　　員：【会　場】２００名　　【ライブ配信】５００名

令和5年3月8日(水)

参 加 者：北海道職員、市町村職員


